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南相馬市復興総合計画後期基本計画（素案）新旧対照表 

ページ 新 旧 

2 １ はじめに 

 

２ 南相馬市復興総合計画基本構想及び前期基本計画等の

策定 

 

３ 南相馬市復興総合計画後期基本計画策定の趣旨 

 

震災と原発事故から 8年が経過し、徐々に市民生活の環

境は整いつつあるものの、新たな課題も生じています。帰

還困難区域を除く避難指示区域が 2016年 7月 12日に解除

されましたが、住民基本台帳に登録された人口のうち、実

際の居住人口は 3割に留まり、この区域の高齢化率は他地

域と比較して高い状況にあります。 

また、本市全体としても、人口減少・少子高齢化が進行

する中で、将来を見据えて地域を維持することへの対応は、

今、できる限りのことに市民・事業者・行政が一体で取り

組む必要があります。 

（追加） 

 

（追加） 

 

 

（追加） 

 

震災と原発事故から 8年が経過し、徐々に市民生活の環

境は整いつつあるものの、新たな課題も生じています。帰

還困難区域を除く避難指示区域が 2016年 7月 12日に解除

されましたが、居住人口は住民基本台帳人口の 3割に留ま

り、この区域の高齢化率は他地域と比較して高い状況にあ

ります。 

また、本市全体としても、人口減少・少子高齢化が進行

する中で、将来を見据えて地域を維持することへの対応は、

今、できる限りのことに     取り組む必要がありま

す。 

3 このことから、第二次総合計画の進捗状況を検証し計画

を見直して、新たな取組を実施するため、第二次総合計画

後期基本計画（以下、「後期基本計画」という。）の着手を

当初 2020年度の予定から１年前倒しし、復興を加速すべく

４年間の計画期間に改め、2019年度からスタートさせる「後

期基本計画」を策定しました。 

このことから、第二次総合計画の進捗状況を検証し計画

を見直して、新たな取組を実施するため、第二次総合計画

後期基本計画（以下、「後期基本計画」という。）の着手を 

           １年前倒しし、復興を加速すべく

４年間の計画期間に改め、2019年度からスタートさせる「後

期基本計画」を策定しました。 
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4 後期基本計画でも、人口減少の対応に引き続き取り組むこ

とから、後期基本計画内に市総合戦略を位置付け（創生法第

10条に基づく計画）、一体的に取り組んでいくこととします。 

後期基本計画でも、人口減少の対応に引き続き取り組むこ

とから、後期基本計画内に市総合戦略を位置付けて、一体的

に取り組んでいくこととします（創生法第 10 条に基づく計

画）。 

5 また、評価結果は、翌年度の実施計画に反映し、予算

編成を連動させることで PDCA サイクルを実質化します。

さらに、市民が参加する外部組織による評価によって、

評価の客観性を担保するとともに、実施計画や評価結果

を公表することで透明性を担保します。 

また、評価結果は、翌年度の実施計画に反映      

     させることで PDCA サイクルを実質化します。 

7 本市の老年人口比率は、2000年に 21％を上回る超高齢

時代へ突入し、2018年４月時点で居住人口に占める老年

人口比率が 35.1％まで上昇しました。今後更なる高齢化

の進行により 2040年には老年人口比率（46.1％）が生産

年齢人口比率（45.1％）を上回ることが推測されるため、

1人当たりの働く世代が1人当たりの高齢者を支えられな

い時代になることが見込まれています。 

本市の老年人口比率は、2000年に 21％を上回る超高齢

時代へ突入し、2018年４月時点で居住人口       

    が 35.1％まで上昇しました。今後更なる高齢化

の進行により 2040年には老年人口比率     が生産

年齢人口比率     を上回ることが推測されるた

め、1人当たりの働く世代が 1人当たりの高齢者を支えら

れない時代になることが見込まれています。 
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8 このことから、新技術の導入による経営効率化、風評

払拭の取組、担い手の育成・確保、女性が働きやすい環

境づくりなどにより、多様な人材が活躍できる環境づく

りや新産業（AI、ロボット、IoT技術等）に携わる事業所

の創出・人材育成への支援が求められています。 

 

さらに、環境放射線モニタリングの継続、再生可能エ

ネルギーの導入推進などにより、市民が安心して快適に

暮らすことができる都市基盤・環境の維持とともに市民

一人ひとりが環境への意識を高め、リサイクルや省エネ

ルギーに更に取り組むことが求められています。 

このことから、新技術の導入による経営効率化や風評

払拭の取組、担い手の育成・確保、女性が働きやすい環

境づくりなどにより、多様な人材が活躍できる環境づく

りや新産業（AI、ロボット、IoT技術等）に携わる事業所

の創出と人材育成への支援が求められています。 

 

さらに、環境放射線モニタリングの継続、再生可能エ

ネルギーの導入推進などにより、市民が安心して快適に

暮らすことができる都市基盤・環境の維持、そして、市

民一人ひとりが環境への意識を高め、リサイクルや省エ

ネルギーに更に取り組むことが求められています。 

9 働く世代の減少に伴い、市職員においても定数の減少

が避けられない時代が予想されるため、創意と工夫や市

民や民間との役割分担など、行政サービスのあり方につ

いて検討する必要があります。 

働く世代の減少は、市職員においても定数の減少が避

けられない時代が予想されるため、創意と工夫や市民や

民間との役割分担など、行政サービスのあり方について

検討する必要があります。 

10 2018年以降の人口推移は、復興事業の進捗に伴う市民

生活の再建状況が、市全体の帰還人口に影響が及ぶもの

と見込まれており、2024年頃まで５万人規模を維持し、

その後減少が続き 2040年には４万人規模になることが推

測されます。 

 

本市の年齢別人口比率の推移は、年少人口と生産年齢

人口に伴い、2040年には老年人口比率（46.1％）が生産

年齢人口比率（45.1％）を上回ることが推測されます。 

2018年以降の人口推移は、復興事業による市民生活の

再生環境が、市全体の帰還人口に影響があると見込まれ

ており、2024年頃まで５万人規模を維持し、その後減少

が続き 2040年には４万人規模になることが推測されま

す。 

 

本市の年齢別人口比率の推移は、年少人口と生産年齢

人口の減少に伴い、2040年には老年人口比率が生産年齢

人口比率を上回ることが推測されます。 
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13 後期基本計画期間である 2019年度から 2022年度まで

における財政の見通しは、人口減少等に伴う市税収入の

減少、合併後の特例措置終了に伴う普通交付税の減少、

さらなる高齢化の進行に伴う社会保障費の増加、公共施

設の経年劣化の進行による維持補修費の増加など、    

                 一層厳しいものと

なることが見込まれます。 

特に、震災・原発事故関連事業は、2020年度末に復興・

創生期間の終期を迎えるため、歳入・歳出推測額は、 

2021年度以降に大幅な減少が推測されます。 

                         

           人口減少等に伴う市税収入の減

少、合併後の特例措置終了に伴う普通交付税の減少、さ

らなる高齢化の進行に伴う社会保障費の増加、公共施設

の経年劣化の進行による維持補修費の増加など、後期基

本計画期間における財政の見通しは、一層厳しいものと

なることが見込まれます。 

特に、震災・原発事故関連事業は、     復興・

創生期間の終期を迎えるため、歳出及び歳入推測額は、

2021年度以降に大幅な減少が推測されます。 
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16 

 

 

 

 

 

 

（注釈） 

後期基本計画では、この考え方を「100年のまちづくり」

と表するとともに、政策目標として掲げます。 

先人たちが天明の大飢饉を乗り越え、報徳仕法でこの地

を拓いたように、私たちが未曾有の困難な状況を乗り越え、

未来の子ども達も家族や友人とともに暮らし続けられるこ

とを目指します。 

 

報徳仕法は、二宮尊徳の教えに基づく農村の立て直しの

ことをいいます。この取り組みにより、荒れた農村を立て

直すため、倹約や貯蓄だけでなく、農民の働く意欲を高め

るしくみを作るなど、様々な取り組みが行われました。 

奥州中村藩では、天明の飢饉以降、冷害や洪水によって

たびたび凶作となり、田畑は荒れ、餓死者や領内から逃げ

出す者が続出し、人口が 3分の１までに減少してしまいま

した。藩士の富田高慶は、荒れ果てた領内を立て直すため、

二宮尊徳のもとに入門し、報徳仕法を学び、尊徳の代理と

して中村藩の報徳仕法を指導し、領民たち多くの人々と協

力しながら、荒廃した村々を立て直しました。 

後期基本計画では、この考え方を「１００年のまちづく

り」と表するとともに、政策目標として掲げます。 

先人たちが天明の大飢饉を乗り越え、報徳仕法でこの地

を拓いたように、私たちが未曾有の困難な状況を乗り越え、

未来の子ども達も家族や友人とともに暮らし続けられるこ

とを目指します。 

 

（追加） 

17 相馬野馬追祭や自然・文化等の地域資源を磨きつない

で新たな通年観光を構築し、訪問人口を増やします。ま

た、自治体交流や民間交流により交流人口を増やし、移

住へ繋がる取組を推進します。 

相馬野馬追祭や自然・文化等の地域資源を磨きつなぐ

新たな通年観光を構築し、訪問人口を増やします。また、

自治体交流や民間交流により交流人口を増やし、移住へ

繋がる取組を推進します。 

19 ①豊かな心と体の育成 

③   学校環境の整備 

①豊かな心の育成 

③安全な学校環境の整備 
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21 ◆ロボットをはじめとする先端技術等を強み産業へ育成す

る取組を推進します。 

◆ロボット産業を強み産業へ育成する取組を推進します。 

22 

 

 

（注釈） 

◆地域資源等を活用した魅力発信によるシティプロモー

ション 

 

人や企業に「住んでみたい」、「ビジネスをしたい」と思

われるよう、都市としてのイメージや知名度を高めるた

めの情報発信のこと。 

◆地域資源等を活用した魅力発信によるシティプロモーシ

ョン 

 

（追加） 

26 
豊かな心と体の育成  

 

 

新体力テスト 

現状値（2017） 

小 5 40％ 

中 2 47.8％ 

目標値（2022） 

小 5 44％↑ 

中 2 51％↑ 
 

豊かな心  の育成 

 

 

（追加） 
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27  

全国学力調査 

現状値（2018） 

小 6 100 

中 3  97 

目標値（2022） 

小 6 103↑ 

中 3 100↑ 

 
 

 

全国学力調査 

現状値（2018） 

全国平均と同程度 

目標値（2022） 

全国平均を上回る 
 

   学校環境の整備  

関係団体との通学路の合同点検回数 

現状値（2017） 

年１回 

目標値（2022） 

年１回↑ 
 

安全な学校環境の整備  

（追加） 

 

 

33  

市総合体育大会への参加者数 

現状値（2018） 

2,460 人 

目標値（2022） 

2,583 人↑ 
 

 

（追加） 

38  

食生活改善推進員 

現状値（2018） 

54 人 

目標値（2022） 

60 人↑ 

 

ゲートキーパー登録者数 

現状値（2018） 

68 人 

目標値（2022） 

97 人↑ 
 

 

（追加） 

 

 

（追加） 

 

3 3 
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42   

（追加） 

 

 

 

 

44  

週一サロンを実施する地域 

現状値（2018） 

14 か所 

目標値（2022） 

34 か所↑ 
 

 

（追加） 

45  

市外避難者の帰還者数 

現状値（2018） 

― 

目標値（2022） 

774 人↑ 
 

 

（追加） 



 

 

9 

 

49 

 

 

 

（注釈） 

 

 

（注釈） 

〇スマート農業の実証等支援 

 

◆ほ場整備はじめとした農業生産基盤を整備します。 

 

ロボット・AI・IoT等の先端技術を活用して、省力化・精

密化や高品質生産等を実現する新たな農業のこと。 

 

ほ場整備は、農業の再生と振興を図るため、農地を県営の

復興基盤総合整備事業（土地改良事業）等により再整備

するものです。 

（追加） 

 

◆ほ場整備をはじめとした生産基盤を整備します。 

 

（追加） 

 

 

（追加） 

50 （削除）P56へ ○農家民宿への支援 

52 ◆ロボットをはじめとする先端技術等を強み産業へ育成す

る取組を推進します。 

◆小中学生のロボット教育の推進と高等教育機関との連携

を推進します。 

○ロボット関連事業者等の誘致 

◆ロボット産業を強み産業へ育成する取組を推進します。 

 

◆小中学生のロボット学習を推進します。 

 

○ロボット関連事業者の誘致 
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55 

 

 

 

 

 

 

（注釈） 

 

（注釈） 

 

 

観光イベント参加者数 

現状値（2018） 

240,000 人 

目標値（2022） 

358,000 人↑ 

 

○サーフツーリズムの再開 

 

（削除）P22へ 

 

○サーフツーリズムの再開 

海資源と人的支援を活用し、交流人口の拡大を図るもので

あり、サーフィンだけではなく他のマリンスポーツやレジ

ャーも含め、海を活用した交流を総合的に考えていく取組

のこと。 

（追加） 

 
 

 

 

（追加） 

 

人や企業に「住んでみたい」、「ビジネスをしたい」と思わ

れるよう、都市としてのイメージや知名度を高めるための

情報発信のこと。 

 

（追加） 
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56 

 

 

 

 

 

 

 

（注釈） 

 

（注釈） 

 

◆市内外の民間交流の意識醸成を図るとともに、交流活動

団体を支援します。 

 

体験交流事業参加者 

現状値（2018） 

7,243 人 

目標値（2022） 

8,000 人↑ 

 

（削除）P55へ 
 

○南相馬市サポーターの加入推進 

南相馬市で生まれ愛着を持ちながらも離れた都市で暮らす

人や市外からの通勤・通学者、ボランティアやふるさと納

税を行った人など、南相馬市と関係のある人たちが、市の

情報発信等など、交流促進や移住・定住につなげるために

継続的に応援してくれる人のこと。 

○スタディツアーの実施 

観光ツアーとは違い、旅を通して学ぶことを目的としたツ

アーのこと。 

 

○農家民宿への支援 

◆    民間交流の意識醸成を図るとともに、交流活動

団体を支援します。 

 

観光イベント、体験交流事業参加者数 

現状値（2017） 

246,000 人 

目標値（2022） 

375,000 人↑ 

 

○サーフツーリズムの再開 

 

○南相馬市サポーターの加入推進 

（追加） 

 

 

 

 

○スタディツアーの実施 

（追加） 

 

 

（追加） 

58 水道水の放射性物質に対する市民の不安払拭のため、継

続した放射線量測定と測定結果に基づく安全・安心をＰＲ

することが必要です。また、公共用水域の環境保全及び公

衆衛生の向上のため、公共下水道の維持管理や合併処理浄

化槽 への転換促進が必要です。 

水道水の放射性物質に対する市民の不安払拭のため、継

続した放射線量測定と測定結果に基づく安全・安心をＰＲ

することが必要です。また、公共水域の環境保全及び公衆

衛生の向上のため、公共下水道の維持管理や合併処理浄化

槽 への転換促進が必要です。 
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60 ◆自動運転移動サービス等の次世代システムの調査研究や

実証・実装事業の誘致等に取り組みます。 

◆自動運転移動サービス等の次世代システムの調査研究や

実証事業の誘致に取り組みます。 

71  

まちづくり活動支援事業補助件数 

現状値（2017） 

119 件 

目標値（2022） 

154 件↑ 
 

 

（追加） 

 

 

 

74 

 

（注釈） 

 

類似団体を下回る 

 

個々の自治体の財政運営は、その団体のおかれている条件

などが異なり、極めて多様であることから、その態様が類

似している団体の財政の実態を把握し、それを最も身近な

尺度として利用することができるよう国が人口規模や産業

構造で細分化、グル―プ分けしたもの。 

類似団体を下回る 

 

（追加） 

76～85 （別紙のとおり） （別紙のとおり） 

85 

（注釈） 

 

（削除）P74 へ 個々の自治体の財政運営は、その団体のおかれている条件

などが異なり、極めて多様であることから、その態様が類

似している団体の財政の実態を把握し、それを最も身近な

尺度として利用することができるよう国が人口規模や産業

構造で細分化、グル―プ分けしたもの。 

86 後期基本計画策定後に策定や改訂される分野別計画につ

いては、策定・改訂の時機に合わせて、最上位計画である

後期基本計画との整合を図っていきます。 

第二次総合計画策定後に策定や改訂される分野別計画に

ついては、策定・改訂の時機に合わせて、最上位計画であ

る第二次総合計画との整合を図っていきます。 
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■成果指標一覧（●印：市総合戦略の重要業績評価指標（KPI）を含む） 

政策 
の柱 

基本施策 施策 成果指標（KPI） 現状値 
2022 年度の 

目標値 

１ 

教
育
・子
育
て 

(1) 
学校教育 

①豊かな心と体の
育成 

学級生活に満足し
ている児童生徒の
割合 

58% 
（2018.6） 

60%↑ 

新体力テスト 
小 5 40％ 
中 2 47.8％ 

（2017.6） 

小 5 44％ 
中 2 51％ 

②教育水準の向上 

学習意欲が高い児
童生徒の割合 

小５ 39％ 
中２ 48％ 

（2018.6） 

小 5 45％↑ 
中 2 55％↑ 

全国学力調査  
小 6 100 
中 3 97 
（2018.4） 

小 6 103↑ 
中 3 100↑ 

学校図書の 1 人あ
たりの貸出冊数 

22.3 冊 
（2018.3） 

30 冊↑ 

③学校環境の整備 

学校に行くのが楽
しいと回答する児
童生徒の割合 

小 5 94％ 
中 2 80％ 
（2018.6） 

小 5 95％↑ 
中 2 85％↑ 

関係団体との通学
路の合同点検回数 

年 1 回 年 1 回↑ 

(2) 
子育て 

④結婚・妊娠・出産
への支援 

出生数 
362 人 

（2017.1～12） 
362 人↑ 

⑤保育・幼児教育
の充実 

待機児童数 
64 人 

（2018.4.1） 
0 人 

⑥子育て環境の充
実 

放課後児童クラブ
待機児童数 

59 人 
（2018.4.1） 

0 人 

子育て応援 WEB サ
イトのアクセス数 

26,674 件 
（2018.3） 

36,700 件↑ 

(3) 
生涯学習・
スポーツ 

⑦生涯学習の充実 

生涯学習関連事業
の延べ参加人数 

13,139 人 
（2018.3） 

13,500 人↑ 

博物館の利用者数 
12,131 人 
（2018.3） 

12,700 人↑ 

図書館の利用者数 
91,107 人 
（2018.3） 

96,000 人↑ 

⑧芸術文化の充実 
芸術イベントの開
催件数 

63 件 
（2018.3） 

78 件↑ 

⑨スポーツの振興 

スポーツ施設の利
用者数 

320 千人 
（2018.3） 

328 千人↑ 

スポーツ団体への
加入者数 

4,870 人 
（2018.3） 

5,280 人↑ 

市総合体育大会へ
の参加者数 

2,460 人 
（2018.3） 

2,583 人↑ 

 

 

「2022年度の目標値」の考え方 
市総合 
戦略 

該当頁 

現状値が全国平均値 39％に対し大きく上回っているが、さらなる増を目
標として設定。【hyper-QU 検査】 

● 26 
新体力テストの結果において、5 段階評価（A～E）のうち上位 2 段階（A,B）
の児童生徒の割合を、全国の平均伸び率 1 ポイントを上回る目標を設定。
【全国体力・運動能力、運動習慣等調査】 

５段階評価のうち評価「３」を「４」以上へ 1 ランクアップを目標とし
て設定。※５段階中４以上の児童・生徒の割合【学習適応検査】 

● 27 
小 6 は全国トップレベル、中 3 は全国平均以上を目標として設定。※全
国学力・学習状況調査における標準化得点（全国平均 100、全国トップレ
ベル 103 として数値化【全国学力・学習状況調査等】 

現状の 1か月あたりの貸出冊数 2冊から 1冊以上の増を目標として設定。
※学校長期休業期間を除く。【担当課調べ】 

小 5 は全国平均値を大きく上回っていることから現状値以上、中 2 も全
国平均値を上回っているが、さらなる増を目標として設定。【学習適応検
査】 

● 27 

現状値を上回る目標を設定。※関係機関：磐城国道事務所・警察署・相双
建設事務所・小学校長会・市【担当課調べ】 

出生数が現状値以上となる状態を目指すもの。【人口動態調査】 ● 29 

保育園・幼稚園の待機児童の解消を目指すもの。【担当課調べ】 ● 29 

放課後児童クラブの待機児童の解消を目指すもの。【担当課調べ】 

● 30 
直近年度のアクセス上昇件数 2,000 件/年を上回る目標を設定。【担当課
調べ】 

過去 2 か年の平均参加者数を上回る目標を設定。【担当課調べ】 

 32 
直近年度の参加者数伸び率 1％/年を上回る目標を設定。※博物館入館者
数・出前講座等の参加者数【担当課調べ】 

直近年度の利用者伸び率 1％/年を上回る目標を設定。【担当課調べ】 

過去 2 か年の平均増加件数 3 件/年を上回る目標を設定。※市主催の文化
芸術祭等【担当課調べ】 

 32 

現状の施設利用者に加え、60～75 歳の高齢者の利用促進を図り、毎年、
高齢者人口のうち 10％の利用者増を目標として設定。※2018.11 の 60～
75 歳の住民基本台帳人口約 16,000 人【担当課調べ】 

● 33 
直近年度の伸び率 1％/年を上回る伸び率 2％を目標として設定。※スポ
ーツ団体のうちスポーツ少年団の団員数は減少傾向にあるため現状維持
とし、その他の団体は２％増を目標として設定。【担当課調べ】 

直近年度の伸び率 1％を上回る目標を設定。【担当課調べ】 

新 

別紙 
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■成果指標一覧（●印：市総合戦略の重要業績評価指標（KPI）を含む） 

政策 
の柱 

基本施策 施策 成果指標（KPI） 現状値 
2022年度の 

目標値 

１ 

教
育
・子
育
て 

(1) 
学校教育 

①豊かな心の育
成 

学級生活に満足し
ている児童生徒の
割合 

58% 
（2018.6） 

60%↑ 

②教育水準の向
上 

学習意欲が高い児
童生徒の割合 

小５ 39％ 

中２ 48％ 

（2018.6） 

小５ 45％↑ 

中２ 55％↑ 

全国学力調査  
全国平均

と同程度 

（2018.3） 

全国平均を 

上回る 

学校図書の 1 人あ
たりの貸出冊数 

22.3 冊 
（2018.3） 

30 冊↑ 

③安全な学校環
境の整備 

学校に行くのが楽
しいと回答する児
童生徒の割合 

小５ 94％ 

中２ 80％ 

（2018.6） 

小５ 95％↑ 

中２ 85％↑ 

(2) 
子育て 

④結婚・妊娠・出

産への支援 
出生数 

362 人 

（2017.1～12） 
362 人↑ 

⑤保育・幼児教育
の充実 

待機児童数 
64 人 

（2018.4.1） 
0 人 

⑥子育て環境の
充実 

放課後児童クラブ
待機児童数 

59 人 
（2018.3） 

0 人 

子育て応援 WEB サイ

トのアクセス数 
26,674 件 

（2018.3） 
36,700 件↑ 

(3) 
生涯学習・
スポーツ 

⑦生涯学習の充
実 

生涯学習関連事業
（講座・教室・学級）

の延べ参加人数 

13,139 人 

（2018.3） 
13,500 人↑ 

博物館の利用者数 
12,131 人 

（2018.3） 
12,700 人↑ 

図書館の利用者数 
91,107 人 

（2018.3） 
96,000 人↑ 

⑧芸術文化の充
実 

芸術イベントの開
催件数 

63 件 
（2018.3） 

78 件↑ 

⑨スポーツの振興 

スポーツ施設の利
用者数 

320 千人 
（2018.3） 

328 千人↑ 

スポーツ団体への
加入者数 

4,870 人 
（2017） 

5,280 人↑ 

 

「2022年度の目標値」の考え方 
市総合 

戦略 
該当頁 

学級生活に満足している児童生徒の割合が全国平均約 40％を大きく上回

っているが、過去の実績データが少ないことから、現状値の 2％増加を目

指すもの。【hyper-QU 検査】 

● 24 

学習意欲の高い児童生徒の割合を小 5 は 6 ポイント・中 2 は 7 ポイント

増加を目指すもの。（5 段階評定の内 4･5 を意欲が高い生徒児童としてい

る。現状、5 段階評定が 3 の児童生徒を 1 ランクアップさせることで目標

値を達成する）【学習適応検査】 

● 25 現状の児童生徒の学力が全国平均と同程度であることから、全国平均を上

回る状態を目指すもの。【全国学力・学習状況調査等】 

学校司書の配置等により、一人当たりの貸出冊数を年間２冊以上の増加を

目指すもの。【担当課調べ】 

学校生活が楽しいと回答する児童生徒の割合が、小 5 は現状維持、中 2

は毎年１％の増加を目指すもの。【学習適応検査】 
● 25 

現状よりも出生数を減らさないことを目指すもの【人口動態調査】 ● 27 

待機児童の解消を目指すもの。（認定こども園、民間保育所の設置により

32 年度から待機児童ゼロを目指す）【担当課調べ】 
● 27 

待機児童の解消を目指すもの。（児童クラブの増設、支援員の確保により

待機児童ゼロを目指す）【担当課調べ】 

● 28 子育てに関する情報や子育て支援団体の情報のＷｅｂサイトのアクセス

数の増加を目指すもの。（過去年平均上昇件数 2,000 件を上回る）【担当

課調べ】 

市民の生涯学習機会の充実に向けて、生涯学習関連事業の参加人数の増加

を目指すもの。（直近 2 か年の平均参加者数を上回る）【担当課調べ】 

 31 ふるさとの歴史文化の教育推進を図るため、博物館利用者数の増加を目指

すもの。（現状値から毎年 1％増）【担当課調べ】 

子どもの発達段階（乳幼児・小中学生・高校生）に応じた取組の推進に向

けて、現状値の 5％増加を目指すもの。 

身近に芸術文化に触れる機会の充実に向けて、芸術イベント開催件数の増

加を目指すもの。（直近 2 か年の平均増加件数 3 件/年を上回る）【担当課

調べ】 

 31 

スポーツの機会や意欲向上に向けて、スポーツ施設利用者の増加を目指す

もの。（2017 年度利用者数から毎年 0.5％の増）【担当課調べ】 
● 32 

市民のスポーツ活動の拡充に向けて、スポーツ団体への加入者を現状値の

5％増加を目指すもの。【担当課調べ】 

旧 
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政策 
の柱 

基本施策 施策 成果指標（KPI） 現状値 
2022 年度の 

目標値 

２ 

健
康
・医
療
・福
祉 

(4) 
健康 

⑩疾病の予防 

特定健康診査の受
診率 

38% 
（2018.3） 

45%↑ 

大腸がん検診の受
診率 

23.1% 
（2017.6～10） 

41%↑ 

⑪心身の健康づく
り 

メタボリックシン
ドローム該当者・予
備群の割合 

31.7% 
（2018.3） 

29%↓ 

食生活改善推進員
数 

54 人 
（2018.3） 

60 人↑ 

ゲートキーパー登
録者数 

68 人 
（2018.3） 

97 人↑ 

⑫放射線対策の
継続 

内部被ばく検診・外
部被ばく測定結果
等の情報提供回数 

11 回 
（2018.3） 

11回↑ 

(5) 
地域医療 

⑬地域医療の連
携強化 

市内医療機関にお
ける看護職員の数 

461 人 
（2017.7.1） 

540 人↑ 

小児入院受け入れ
病院数 

0 施設 
（2018.3） 

1 施設↑ 

⑭救急医療体制
の維持 

市内救急医療機関
数 

4 病院 
（2018.3） 

４病院↑ 

(6) 
福祉・介護 

⑮地域福祉の向
上 

民生委員・児童委員
の委嘱率 

94.3％ 
（2018.11） 

100％ 

生活困窮者新規相
談件数 

141 件 
（2018.3） 

184 件↑ 

⑯介護予防と高
齢者福祉の向上 

65 歳以上の要介護
（要支援）認定者数
の割合 

16% 
（2018.3） 

16%↓ 

週一サロンを実施
する地域 

14 か所 
（2018.3） 

34 か所↑ 

⑰障がい児・者福
祉の向上 

地域移行支援の利
用者数 

4 人 
（2018.3） 

5 人↑ 

福祉施設から一般
就労への移行者数 

7 人 
（2018.3） 

10 人↑ 

⑱被災者への支
援 

市外避難者の帰還
者数 

－ 
（2018.3） 

774 人↑ 

原子力損害賠償未

請求者 

419 人 

（2018.5） 
358 人↓ 

「2022年度の目標値」の考え方 
市総合 

戦略 
該当頁 

県平均値 41.7％を上回る目標を設定【特定健診・特定保健指導実施結果
報告（法定報告）】 

● 37 
過去実績の最大伸び率 3.5％/年を上回る目標を設定。※2016 年のがん死
亡数 1 位である大腸がんの検診受診率を指標とした。【担当課調べ】 

過去実績が 32％前後であり 30％を下回る状態にないことから 30％を下
回る目標を設定。【担当課調べ】 

● 38 
過去実績の登録状況に基づき 2 人/年以上の増を目標として設定。※高齢
等の理由による登録解除者を勘案【担当課調べ】 

過去実績の登録状況に基づき、6 人/年以上の増を目標として設定。※高
齢等の理由による登録解除者を勘案【担当課調べ】 

過去実績の平均情報提供回数/年を上回る目標を設定。※内部被ばく検
診、外部被ばく測定、放射線情報紙発行等【担当課調べ】 ● 39 

市内病院の看護師数の調査に基づき、不足する看護師数 79 人の確保を目
標として設定。【担当課調べ】 

● 41 

小児科入院機能をもつ施設の確保を目指すもの。【担当課調べ】 

救急機能を持った病院の維持を目指すもの。【担当課調べ】 ● 41 

民生委員・児童委員の委嘱率 100％を目指すもの。【担当課調べ】 

● 43 国が設定している人口 10 万人あたりの目安値 288 件/年を基に、本市の
人口を 64,000 人（2015 年 12 月末時点住民基本台帳人口）として試算し、
184 件/年を上回る目標を設定。【支援実績評価ツール】 

全国平均 18.03％、県平均 18.99％を下回っていることから、現状値以下
を目標として設定。【介護保険事業状況報告月報】 

● 44 国はサロンに通う高齢者の割合目標を 10％としており、本市の高齢者人口
10,000 人（2022 年人口予測値）に対する 10％の 1,000 人が週一サロンを利用
するためには、50 か所必要となり、目標達成のためには計画的な取組が必要と
なり、2026 年までの９か年で目標を達成することとし、本計画の目標を４か所/
年として設定。【担当課調べ】 

過去実績の利用者数/年を上回る目標を設定。※2012～2014 年 2 人、
2015～2018 年 3 人、2019～2021 年 4 人想定【担当課調べ】 

● 44 
国が設定している移行者数の目標（2016 年度実績数の 1.5 倍）を基に、
現状値の 1.5 倍を上回る目標を設定。【担当課調べ】 

市の人口推移と推計に基づき2022年3時点での帰還人口数予測値を目標
として設定。【担当課調べ】 

 45 
市が把握している賠償未請求者（62 人）について、賠償未請求者全員が
賠償請求することを目標として設定。【担当課調べ】 

新 
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政策 
の柱 

基本施策 施策 成果指標（KPI） 現状値 
2022 年度の 

目標値 

２ 

健
康
・医
療
・福
祉 

(4) 
健康 

⑩疾病の予防 

特定健康診査の受
診率 

38% 
（2018.3） 

45%↑ 

大腸がん検診の受
診率 

23.1% 
（2018.3） 

41%↑ 

⑪心身の健康づく

り 

メタボリックシン
ドローム該当者・予

備群の割合 

31.7% 

（2018.3） 
29%↓ 

⑫放射線対策の
継続 

内部被ばく検診・外

部被ばく測定結果

等の情報提供回数 

11 回 
（2018.3） 

11回↑ 

(5) 
地域医療 

⑬地域医療の連
携強化 

市内医療機関にお
ける看護職員の数 

461 人 
（2017.7.1） 

540 人↑ 

小児入院受け入れ
病院数 

0 施設 
（2018.3） 

1 施設↑ 

⑭救急医療体制
の維持 

市内救急医療機関
数 

4 病院 
（2018.3） 

４病院↑ 

(6) 
福祉・介護 

⑮地域福祉の向
上 

民生委員・児童委員
の委嘱率 

94.3％ 
（2018.11） 

100％ 

生活困窮者新規相
談件数 

141 件 
（2018.3） 

184 件↑ 

⑯介護予防と高

齢者福祉の向上 

65 歳以上の要介護

（要支援）認定者数
の割合 

16% 

（2018.3） 
16%↓ 

⑰障がい児・者福
祉の向上 

地域移行支援の利
用者数 

4 人 
（2018.3） 

5 人↑ 

福祉施設から一般
就労への移行者数 

7 人 
（2018.3） 

10 人↑ 

⑱被災者への支
援 

原子力損害賠償未
請求者 

419 人 
（2018.5） 

358 人↓ 

 

 

 

「2022年度の目標値」の考え方 
市総合 

戦略 
該当頁 

健診率が福島県平均値（41.7％）を下回っていることから、県平均値を上

回る状態を目指すもの。【特定健診・特定保健指導実施結果報告（法定報

告）】 
● 35 

健診受診率の向上により早期発見・治療につなげるため、受診率を現状値

の 2 倍の増加を目指すもの。（2016 年におけるがん死亡数の中で第 1 位

は大腸がん）【担当課調べ】 

メタボリックシンドロームの該当者・予備群の割合を毎年度 1％減少を目

指すもの【担当課調べ】 
● 36 

放射線に関する情報提供の回数を、過去の情報提供回数の平均を上回る状

態を目指すもの。（過去の実績 11 回/年・内部被ばく検診、外部被ばく測

定、放射線情報紙発行）【担当課調べ】 

● 37 

市内病院の看護師数の調査に基づき、不足する看護師数の確保を目指すも

の。（現状、看護師数 461 人に対し 79 人の不足）【担当課調べ】 

● 39 

小児科入院機能をもつ施設の確保を目指すもの。【担当課調べ】 

救急機能を持った病院の維持を目指すもの。【担当課調べ】 ● 39 

民生委員・児童委員の欠員により、県で定める民生委員・児童委員の配置

基準を下回っていることから、１００％充足を目指すもの。【担当課調べ】 

● 41 
生活困窮者の就労確保や社会参加の促進に向けて、生活困窮者新規相談件

数が、国の目安を上回る状態を目指すもの。（国の目安値 184 件） 

【支援実績評価ツール】 

現状値が、全国・県平均を下回っていることから、現状維持を目指すもの。

（全国平均 18.03％、県平均 18.99％）【介護保険事業状況報告月報】 
● 41 

基幹相談支援センターを設置することで、地域移行の支援強化が見込まれ

るため、現状値から１名の増加を目指すもの。【担当課調べ】 

● 42 
一般就労への移行者数について、国の目標値が現状値の 1.5 倍以上である

ことから、現状値の 1.5 倍となる 10 人以上を目指すもの。【担当課調べ】 

市の支援により賠償請求が確実視される未請求者（62 人）について、今

後４年間で全員が賠償請求することを目指すもの。【担当課調べ】 
 42 
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政策 
の柱 

基本施策 施策 成果指標（KPI） 現状値 
2022 年度の 

目標値 

３ 

産
業
・仕
事
づ
く
り 

(7) 
農林水産業 

⑲農業生産基盤
と農村環境の整
備 
 

ほ場整備事業計画
確定面積 

1,739ha 
（2018.4） 

2,939ha↑ 

多面的機能支払交
付金の活動団体数 

43 団体 
（2018.4） 

50 団体↑ 

⑳担い手の育成・
確保 

農業法人数 
50 経営体 
（2018.3） 

55 経営体↑ 

認定農業者（個人・
農業法人）の経営面
積 

2,242ha 
（2018.3） 

2,900ha↑ 

漁協青壮年部員数 
14 人 

（2018.3） 
18 人↑ 

㉑販路拡大と 6次
産業化・地産地消
の推進 

農産物直売所数 
8 か所 
（2018.3） 

10 か所↑ 

㉒林業・水産業の
再生 

森林整備面積 
250ha 
（2018.4） 

500ha↑ 

海面漁業の漁獲量 
204t 

（2018.3） 
500t↑ 

(8) 
商工業 

㉓ロボット関連産
業等の新産業創
出・育成 

2011 年以降の立地
企業数（既存企業の
増設含む） 

29 社 
（2018.3） 

40 社↑ 

㉔地元企業の振
興 

製造業における製
造品出荷額 

775 億円 
（2015.3） 

900 億円↑ 

㉕多様な人材の
育成と誘導 

多様な働き方推進
事 業 を 通 じ て 就
労・起業した人数 

－ 
（2018.3） 

309 人↑ 

㉖街なかの活性
化 

商店街空き店舗対
策補助金の交付件
数 

－ 
（2018.3） 

28 件↑ 

(9) 
観光交流 

㉗通年観光の推
進 

観光交流施設来場
者数 

1,859,000 人 
（2018.3） 

2,100,000 人
↑ 

観光イベント参加
者数 

240,000 人 
（2018.3） 

358,000 人↑ 

㉘交流人口・関係
人口の拡大 

体験交流事業参加
者数 

7,243 人 
（2018.3） 

8,000 人↑ 

南相馬市サポータ
ーイベント参加者
数 

－ 
（2018.3） 

360 人↑ 

㉙移住の推進 移住者数 
45 人 

（2018.3） 
209 人↑ 

「2022年度の目標値」の考え方 
市総合 

戦略 
該当頁 

土地改良法に基づく法定手続きしている地区及び事業の取組を推進して
いる地区の 2020 時点での事業計画面積を目標として設定。【担当課調べ】 

● 49 
過去実績の平均活動団体数 1 団体/年に加え、ほ場整備事業の進捗に併せ
て、組織化に向けて協議を進めている地区を考慮し、さらに２団体増を目
標として設定。【担当課調べ】 

2020 年までにほ場整備の進捗が見込まれる地区において、法人化に向け
て協議をしている 5 農業者等を確実に法人化することを目指し目標とし
て設定。【担当課調べ】 

● 49 ほ場整備計画面積を認定農業者へ集積することを目指し目標を設定。【担
当課調べ】 

震災前の漁協青壮年部数と同等数を育成・確保する目標を設定。【担当課
調べ】 

市内農産物の直売施設（スーパーでの直売コーナー含む）数を現状より 1
か所/2 年増を目標として設定。【担当課調べ】 

● 50 

過去 4 か年の実績 50ha/年を上回る目標を設定。【担当課調べ】 

● 50 
震災前の漁獲量 1,443t/年であったが、2018 年時点で漁船数が 1/3 にま
で減少していることから、震災前の漁獲量の1/3を上回る目標を設定。【福
島県海面漁業漁獲高統計】 

南相馬機械工業振興協議会へ加入した企業 42 社を対象とし、40 社を上
回る目標を設定。【担当課調べ】 

● 52 

震災前の工業統計調査の製造品出荷額を上回る目標を設定。【工業統計調
査・経済センサス】 

● 52 

各種講座等への参加予定者が就労・起業する状態を目標として設定。【担
当課調べ】 

● 53 

過去 7 か年の平均補助金交付件数 6 件/年を上回る 7 件/年を目標として
設定。【担当課調べ】 

● 53 

震災前の観光交流施設来場者数及び「セデッテかしま」の 2017 年実績数
を上回る目標を設定。※観光交流施設：道の駅南相馬、セデッテかしま、
新田川温泉はらまちユッサ等【担当課調べ】 

● 55 

震災前の観光イベント参加者数を上回る目標を設定。※観光イベント：相
馬野馬追、サーフィン大会、各種お祭りイベント等【担当課調べ】 

直近年度の参加者増加率 11％/年を上回る目標を設定。※体験交流事業：
田舎暮らし体験事業、他自治体とのスポーツ交流事業等【担当課調べ】 

● 56 

イベント等実施予定回数・定員数に基に目標を設定。※南相馬サポーター
イベント：南相馬の情報発信や交流会等【担当課調べ】 

直近年度の年間移住者実績数を上回る目標を設定。※ふるさと回帰支援セ
ンター相談者・若年等世帯定住促進事業・地域おこし協力隊制度を活用し
た移住者数【担当課調べ】 

● 56 

新 
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政策 
の柱 

基本施策 施策 成果指標（KPI） 現状値 
2022 年度の 

目標値 

３ 

産
業
・仕
事
づ
く
り 

(7) 
農林水産業 

⑲農業生産基盤
と農村環境の整
備 
 

ほ場整備事業計画
確定面積 

1,739ha 
（2018.4） 

2,939ha↑ 

多面的機能支払交
付金の活動団体数 

43 団体 
（2018.4） 

50 団体↑ 

⑳担い手の育成・
確保 

農業法人数 
50 経営体 

（2018.3） 
55 経営体↑ 

認定農業者（個人・
農業法人）の経営面
積 

2,242ha 
（2018.3） 

2,900ha↑ 

漁協青壮年部員数 
14 人 
（2017） 

18 人↑ 

㉑販路拡大と 6次
産業化・地産地消
の推進 

農産物直売所数 
8 か所 
（2018.3） 

10 か所↑ 

㉒林業・水産業の
再生 

森林整備面積 
250ha 
（2017） 

500ha↑ 

海面漁業の漁獲量 
204t 

（2018.3） 
500t↑ 

(8) 
商工業 

㉓ロボット関連産
業等の新産業創
出・育成 

2011 年以降の立地
企業数（既存企業の
増設含む） 

29 社 
（2018.3） 

40 社↑ 

㉔地元企業の振
興 

製造業における製
造品出荷額 

775 億円 
（2016.6） 

900 億円↑ 

㉕多様な人材の
育成と誘導 

多様な働き方推進
事業を通じて就
労・起業した人数 

－ 
（2018.3） 

309 人↑ 

㉖街なかの活性

化 

商店街空き店舗対策

補助金の交付件数 

－ 

（2018.3） 
28 件↑ 

(9) 
観光交流 

㉗通年観光の推
進 

観光交流施設来場
者数 

185 万 
9 千人 
（2018.3） 

210 万人↑ 

㉘交流人口・関係
人口の拡大 

観光イベント、体験
交流事業参加者数 

246 千人 
（2018.3） 

375 千人↑ 

南相馬サポーター
イベント参加者数 

－ 
（2018.3） 

360 人↑ 

㉙移住の推進 移住者数 
44 人 

（2018.3） 
108 人↑ 

 

「2022年度の目標値」の考え方 
市総合 

戦略 
該当頁 

効率的な営農を行うため、地域条件に応じた効果的な生産基盤の整備を目

指し取組を進めている地区の 2020 年時点での事業計画の確定を目指す

もの。【担当課調べ】 
● 45 

農業農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、地域住民の共同活

動による取り組む団体の増加を目指すもの。（年平均 2 団体の増）【担当

課調べ】 

農地の集積に合せて、農業法人数を 1 年あたり１法人の増加を目指すも

の。【担当課調べ】 

● 45 
地域の農業の核となる認定農業者の経営面積の増加を目指すもの。（ほ場

整備計画面積を認定農業者経営面積の目標面積とする）【担当課調べ】 

漁業者の後継者育成・支援に取り組み 4 人増加を目指すもの。【担当課調

べ】 

市内大型スーパーマーケット等への産直コーナー設置数の増加を目指す

もの。（2 か所の設置増）【担当課調べ】 
● 46 

森林の多面的機能の促進に向けて、年平均 50ha の整備を目指すもの。（過

去 4 年間の実績 50ha/年を踏まえ、250ha の実施を目指す）【担当課調べ】 
● 46 

試験操業対象魚種が増加し安全性も確認されており、現状値から 2 倍の

増加を目指すもの。【福島県海面漁業漁獲高統計】 

南相馬機械工業振興協議会へ加入した 42 社を立地企業の目標対象とし、

現状値から 11 社の増加を目指すもの。【担当課調べ】 
● 49 

震災前に捕捉可能な 2010 年工業統計調査の製造品出荷額を上回る状態

を目指すもの。【工業統計調査・経済センサス】 
● 49 

事業への参加予定人数が就労・起業する状態を目指すもの。【担当課調べ】 ● 50 

2018 年を基準に毎年 7 件以上の交付を目指すもの。【担当課調べ】 ● 50 

震災前に補足可能な観光交流施設来場者及び「セデッテかしま」の 2017

年実績を加算した人数を上回る状態を目指すもの。（2017 年セデッテか

しま来場者実績数 1,212,000 人）【担当課調べ】 

● 53 

震災の影響により大幅に交流人口が減少していることから、震災前の交流

人口を上回る状態を目指すもの。 

● 54 関係人口の拡大に向けて、南相馬サポーターイベントへの参加者の増加を

目指すもの。（イベント等実施予定回数・定員数に基づき算定）【担当課調

べ】 

移住の推進に向けて、移住者数の増加を目指すもの（過去の実績数を踏ま

え、73 人の増加を目指す）【担当課調べ】 
● 54 
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政策 
の柱 

基本施策 施策 成果指標（KPI） 現状値 
2022 年度の 

目標値 

４ 

都
市
基
盤
・環
境
・防
災 

(10) 
都市基盤 

㉚道路網の整備 道路改良率 
56% 

（2018.4） 
56.9%↑ 

㉛上下水道の整備 

有収率 
85.7% 

（2018.6） 
86.0%↑ 

合併処理浄化槽設
置補助金交付件数 

938 件 
（2018.3） 

1,744 件↑ 

㉜住環境の整備 
空き家・空き地バ
ンク成約数 

45 件 
（2018.3） 

100 件↑ 

㉝公共交通の確保 

JR常磐線原ノ町駅
の 1 日平均乗車人
数 

975 人 
（2018.3） 

1,679 人↑ 

タクシー事業者乗
務員数 

54 人 
（2018.9） 

64 人↑ 

(11) 
生活環境 

㉞ごみの減量と資
源化の推進 

1 人 1 日あたりの
ごみ排出量 

1,171g 
（2018.3） 

963g↓ 

リサイクル率 
13.2% 

（2018.3） 
20.6%↑ 

㉟環境の保全 不法投棄件数 
106 件 
（2018.3） 

100 件↓ 

㊱再生可能エネル
ギーの活用と環境
負荷の軽減 

再生可能エネルギ
ー導入比率 

40% 
（2018.3） 

80%↑ 

市内小学校におけ
る消費電力の削減
率 

― 
（2018.3） 

10%↑ 

㊲環境の回復 仮置場設置数 
49 か所 
（2018.3） 

0 か所 

(12) 
地域防災 

㊳防災体制の強化 

自主防災組織の組
織率 

95.6% 
（2018.3） 

100% 

防災訓練・防災教
室を実施している
自主防災組織数 

17 行政区 
(2018.3） 

100 行政区↑ 

㊴消防力の強化 消防団員の充足率 
84.5% 

（2018.3） 
89%↑ 

(13) 
交通安全・
防犯 

㊵交通安全の推進 
交通事故発生件数 
（人身事故件数） 

148 件 
（2017.12） 

80 件↓ 

㊶防犯の推進・市
民相談体制の確保 

犯罪発生件数 
（刑法犯認知件
数） 

258 件 
（2017.12） 

162 件↓ 

 

 

「2022年度の目標値」の考え方 
市総合 
戦略 

該当
頁 

道路整備計画に基づき市道 12 路線 2,895km の改良を上回る目標を設定。
【担当課調べ】 

 59 

給水人口 3～5 万人規模の全国平均値 85.4％を上回る目標を設定。【福島
県の水道】 

 59 
市が策定して国・県が認めている 2022 年度までの合併処理浄化槽の事業
計画件数の最大件数である 1,744 件を目標として設定。【担当課調べ】 

過去 4 か年の平均成約件数 11 件/年上回る目標を設定。【担当課調べ】 ● 60 

震災前の 1 日平均乗車人数を上回る目標を設定。【ＪＲ東日本各駅の乗車
人員】 

● 60 

震災前のタクシー事業者乗務員数を上回る目標を設定。【担当課調べ】 

過去実績のごみの排出量と居住人口の割合、リサイクル率の向上を想定し
目標を設定。【福島県一般廃棄物処理の状況】 

 62 

全国平均の過去 7 か年の平均値 20.5％を上回る目標を設定。【一般廃棄物
の排出及び処理状況等】 

2011 年以降の過去実績の最小件数 106 件/年を下回る目標を設定。【担当
課調べ】 

 62 

再エネ推進ビジョンにおける再エネ導入比率目標（2030 年にほぼ 100％）
を達成するため、2022 年時点の数値が 80％を上回る目標を設定。【資源
エネルギー庁市町村別認定・導入量】 

 63 
再エネ推進ビジョンにおける再エネ導入比率目標（2030 年にほぼ 100％）
を達成するため、市内小学校全消費電力量の 10％削減を上回る目標を設
定。【公共施設エネルギーマネジメントシステム】 

市内すべての仮置場の撤去を目指すもの。【担当課調べ】  63 

自主防災組織の組織率 100%を目指すもの。【担当課調べ】 

● 65 
訓練・教室の実施を月２回想定し 100 行政区を上回る目標を設定。【担当
課調べ】 

隣接分団による応援体制により消防力の維持が図られていた 2014 年の
消防団員の充足率 89％を目標として設定。【担当課調べ】 

● 65 

過去 3 か年の平均減少率 87.87％/年を上回る目標を設定。【地方振興局別
交通事故発生状況】 

● 67 

過去 3 か年の平均減少率 90.98％/年を上回る目標を設定【担当課調べ】  67 
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政策 
の柱 

基本施策 施策 成果指標（KPI） 現状値 
2022年度の 

目標値 

４ 

都
市
基
盤
・環
境
・防
災 

(10) 
都市基盤 

㉚道路網の整備 道路改良率 
56% 

（2018.4） 
56.9%↑ 

㉛上下水道の整
備 

有収率 
85.7% 
（2018.6） 

86.0%↑ 

合併処理浄化槽設
置補助金交付件数 

938 件 
（2018.3） 

1,744 件↑ 

㉜住環境の整備 
空き家・空き地バン
ク成約数 

45 件 
（2018.3） 

100 件↑ 

㉝公共交通の確
保 

JR 常磐線（原ノ町
駅）の 1 日平均乗車
人数 

975 人 
（2018.3） 

1,679 人↑ 

タクシー事業者乗
務員数 

54 人 
（2018.9） 

64 人↑ 

(11) 
生活環境 

㉞ごみの減量と資
源化の推進 

1人 1日あたりのご
み排出量(g/人・日) 

1,171g 
（2018.3） 

963g↓ 

リサイクル率 
13.2% 

（2018.3） 
20.6%↑ 

㉟環境の保全 不法投棄件数 
106 件 
（2018.3） 

100 件↓ 

㊱再生可能エネ
ルギーの活用と環
境負荷の軽減 

再生可能エネルギ
ー導入比率 

40% 
（2018.3） 

80%↑ 

市内小学校におけ
る消費電力の削減
率 

― 
（2018.3） 

10%↑ 

㊲環境の回復 仮置場設置数 
49 か所 

（2018.3） 
0 か所 

(12) 
地域防災 

㊳防災体制の強
化 

自主防災組織の組
織率 

95.6% 
（2018.3） 

100% 

防災訓練・防災教室
を実施している自
主防災組織数 

17行政区 
(2018.3） 

100 行政区 

㊴消防力の強化 消防団員の充足率 
84.5% 
（2018.3） 

89%↑ 

(13) 

交通安全・
防犯 

㊵交通安全の推

進 

交通事故発生件数 

（人身事故件数） 

148 件 

（2017.12） 
80 件↓ 

㊶防犯の推進・市
民相談体制の確保 

犯罪発生件数 
（刑法犯認知件数） 

258 件 
（2017.12） 

162 件↓ 

「2022年度の目標値」の考え方 
市総合 

戦略 

該当

頁 

道路網の整備に向けて市道総延長に対する道路改良済み延長の割合増加

を目指すもの。【担当課調べ】 
 57 

有収率は限りある貴重な水源の有効利用を求められる指標であり、現計画

では特に小高区の普及率が低いことから、普及率の増加を目指すもの。 

（給水人口 3～5 万全国平均値 85.4％.2015 年）【福島県の水道】 
 57 

下水道整備区域外における汚水処理人口を向上させるため、合併浄化槽の

補助金交付の増加を目指すもの。（現状値の 15％増を目指す、2015 年度

からの累計）【担当課調べ】 

住環境の整備に向けて、空き地・空き家バンクの取組を通じて、成約数の

増加を目指すもの。（直近 4 か年の実績「年間成約数 11 件」を維持）。【担

当課調べ】 

● 58 

JR 常磐線（原ノ町駅）の 1 日平均乗車人数について、震災前の数値と同

等となる状態を目指すもの。【ＪＲ東日本各駅の乗車人員】 
● 58 

震災前に捕捉可能な 2010 年の乗務員数を上回る状態を目指すもの。 

【担当課調べ】 

1 人あたりのごみ排出量の抑制に向けて、1 日あたり 208ｇ以上の削減を

目指すもの。【福島県一般廃棄物処理の状況】 
 61 

新たな資源化の実施に向け取組の強化等によりリサイクル率 20％超を目

指すもの。【一般廃棄物の排出及び処理状況等】 

不法投棄の監視体制の強化等による、不法投棄件数の減少を目指すもの。

（直近年度の件数の減少を目指す）【担当課調べ】 
 61 

再エネ推進ビジョンにおける再エネ導入比率目標（2030 年にほぼ 100％）

を達成するため、2022 年時点の数値を 80％とすることを目指すもの。 

【資源エネルギー庁市町村別認定・導入量】 

 62 再エネ推進ビジョンにおける再エネ導入比率目標（2030 年にほぼ 100％）

を達成するため、省エネ推進策として実施する小学校体育館照明のＬＥＤ

化により、市内小学校全消費電力量の 10％削減を目指すもの。【公共施設

エネルギーマネジメントシステム】 

2022 年までに県内全体の除去土壌等の輸送が完了すると見込まれるた

め、仮置場設置数ゼロを目指すもの。【担当課調べ】 
 62 

地域防災力の強化に向けて自主防災組織の組織率 100%を目指すため。 

（自主防災組織未結成行政区８行政区）【担当課調べ】 

● 65 消防署等の協力により防災訓練・防災教室を実施している自主防災組織

(行政区）を 100 行政区以上とすることを目指すもの。（月２回の訓練・

教室の実施を想定し 100 行政区を目指す）【担当課調べ】 

隣接分団による応援体制により消防力の維持が図られていたことから、

2014 年の消防団員の充足率を後期計画策定の目標値とする。【担当課調

べ】 

● 65 

交通事故件数（人身事故）が直近 3 か年平均減少率を下回る状態を目指

すもの。（平均減少率 87.87％）。【地方振興局別交通事故発生状況】 
● 67 

犯罪発生件数が直近 3 か年の平均減少率を下回る状態を目指すもの。（平

均減少率 90.98％）。【担当課調べ】 
 67 

旧 
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政策 
の柱 基本施策 施策 成果指標（KPI） 現状値 2022 年度の 

目標値 

５ 

地
域
活
動
・行
財
政 

(14) 
コミュニティ 

㊷地域コミュニティの
活性化 

隣組加入率 
83.9% 

（2018.3） 
86.0%↑ 

㊸NPO・市民活動団
体等との協働 

市民活動サポート
センター登録団体
数 

91 団体 
（201831） 

116 団体↑ 

まちづくり活動支
援事業補助件数 

119 件 
（2018.3） 

154↑ 

(15) 
行財政 

㊹市民参加の推進 

公募委員を採用し
ている審議会の割
合 

10.5％ 
（2018.3） 

15%↑ 

市ホームページの
アクセス件数 

547,552 件 
（2018.9） 

659,000 件↑ 

㊺効果的な行政運
営 

後期基本計画に掲
げ た 成 果 指 標
(KPI)の現状値向
上割合 

－ 
（2018.4） 

80%↑ 

適正な職員数 
562 人 

（2018.4.1） 

定員適正化計
画の達成 

㊻公有財産の最適
化と活用 

施設総量の縮減 
－ 

（2016.3） 
5%↑ 

㊼健全な財政運営 

実質収支比率 
17.4% 

（2017 決算値） 

3～5％の範
囲内 

経常収支比率 
93.8％ 

（2017 決算値） 

類似団体を下
回る 

実質公債費比率 
9.1％ 

（2017 決算値） 

類似団体を下
回る 

将来負担比率 
－ 

（2017 決算値） 

類似団体を下
回る 

 

 

 

 

 

 

「2022年度の目標値」の考え方 市総合 
戦略 該当頁 

震災前の隣組加入率（市全体 85.9％）を上回る目標を設定。【担当課調べ】 ● 71 

直近年度の登録件数 5 件/年を上回る目標を設定。【担当課調べ】 

● 71 

過去 3 か年の平均補助件数 7 件/年を上回る目標を設定。【担当課調べ】 

公募可能な審議会等は積極的に公募委員の採用を目指し 15％以上を目標
として設定。【担当課調べ】 

 73 

震災以降最もアクセス数が多かった 658,570 件（2018.7 月）を上回る目
標を設定。※サイト全体の月平均アクセス件数【担当課調べ】 

後期基本計画の進捗・達成状況が効果的な行政経営の観点から検証するた
め、「各施策の目標値」の現状値を上回る割合（又は下回る割合）を目標
として設定【担当課調べ】 

 73 
復興事業を積極的にかつ重点的に実施していく特殊性がある中において、
組織全体の総合力が発揮される体制づくり・適正な職員数を決定し、その
定員の適正化に努めるもの。【担当課調べ】 

公共施設の施設総量（床面積換算）を今後 20 年間で 25％縮減すること
を目標としており、今後４年間で５％の縮減率を目標として設定。【担当
課調べ】 

 74 

自治体の標準的な財政規模における収支の割合を示すもので、３％を下回
ると剰余金が少なく翌年度の不測の事態に対応できず、５％を超えると剰
余金を財源として有効に活用できていないと捉えられる。動態を把握する
ことで適切な財政運営ができるとされている。【地方財政状況調査】 

 74 

容易に縮減できない人件費、扶助的な経費、借金返済等の経常経費に税や
地方交付税を中心とする経常収入が充てられる割合で、割合が低く余剰金
が大きいほど自由（政策的）に使えるお金が多くある状態（弾力性がある）
と言える。類似団体よりも割合が下回る（弾力性のある）目標を設定。【地
方財政状況調査】 

標準的な収入に対する借金返済額の割合であり、借金返済の負担が多すぎ
ないかをチェックする指標です。本市と同じ類似団体よりも借金返済額の
割合が下回る目標を設定。【地方財政状況調査】 

借金返済額の総額が標準的な収入の何年分にあたるかを示す指標であり、

将来の世代に対する借金の負担が本市と同じ類似団体よりも下回る目標

を設定。【地方財政状況調査】 
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政策 
の柱 

基本施策 施策 成果指標（KPI） 現状値 
2022年度の 

目標値 

５ 

地
域
活
動
・行
財
政 

(14) 
コミュニティ 

㊷地域コミュニテ
ィの活性化 

隣組加入率 
83.9% 
（2018.3） 

85.0%↑ 

㊸NPO・市民活動
団体等との協働 

市民活動サポート
センター登録団体
数 

91 団体 
（2018.3） 

100 団体↑ 

(15) 
行財政 

㊹市民参加の推
進 

公募委員を採用し
ている審議会の割

合 

10.5％ 

（2018.3） 
15%↑ 

市ホームページの
アクセス件数 

547,552 件 
（2018.9） 

659,000 件↑ 

㊺効果的な行政
運営 

後期基本計画に掲

げた成果指標 (KPI)
の現状値向上割合 

－ 80%↑ 

適正な職員数 
562 人 
（2018.4.1） 

定員適正化
計画の達成 

㊻公有財産の最
適化と活用 

施設総量の縮減 
－ 

（2016.3） 
5%↑ 

㊼健全な財政運
営 

実質収支比率 
17.4% 

（2017 決算値） 
3～5％の範

囲内 

経常収支比率 
93.8％ 

（2017 決算値） 
類似団体を
下回る 

実質公債費比率 
9.1％ 

（2017 決算値） 
類似団体を
下回る 

将来負担比率 
－ 

（2017 決算値） 
類似団体を
下回る 

 

 

 

 

 

 

 

「2022年度の目標値」の考え方 
市総合 

戦略 
該当頁 

地域のコミュニティの深さの度合いを捕捉する隣組の加入率が、震災後減

少傾向にあり、震災前の指標値（2011 年 2 月・市全体 85.9％）に近づけ

るもの。【担当課調べ】 

● 71 

NPO・市民活動団体との協働に向けて、協働の主体となる登録団体数の増

加を目指すもの。（増減を含めて、１年あたり１団体の純増）【担当課調べ】 
● 71 

公募可能な審議会等は積極的に公募委員の採用を目指すもの。【担当課調

べ】 

 73 

震災以降最もアクセス数が多かった件数を上回ることを目指すもの。（サ

イト全体）【担当課調べ】 

後期基本計画に掲げた成果指標（KPI）の進捗・達成状況が効果的な行政

経営の観点から検証するため、「各施策の目標値」の現状値を上回る割合

（又は下回る割合）の８割超を目指すもの。【担当課調べ】 
 73 

復興事業を積極的にかつ重点的に実施していく特殊性がある中において、

組織全体の総合力が発揮される体制づくり・適正な職員数を決定し、その

定員の適正化に努めるもの。【担当課調べ】 

公共施設の施設総量（床面積換算）を今後 20 年間で 25％縮減すること

を目標としており、今後４年間で５％の縮減率を目指すもの。【担当課調

べ】 

 74 

自治体の標準的な財政規模における収支の割合を示すもので、３％を下回

ると剰余金が少なく翌年度の不測の事態に対応できず、５％を超えると剰

余金を財源として有効に活用できていないと捉えられる。動態を把握する

ことで適切な財政運営ができるとされている。【地方財政状況調査】 

 74 

容易に縮減できない人件費、扶助的な経費、借金返済等の経常経費に税や

地方交付税を中心とする経常収入が充てられる割合で、割合が低く余剰金

が大きいほど自由（政策的）に使えるお金が多くある状態（弾力性がある）

と言える。類似団体よりも割合が下回る（弾力性のある）状態を目指すも

の。【地方財政状況調査】 

標準的な収入に対する借金返済額の割合であり、借金返済の負担が多すぎ

ないかをチェックする指標です。本市と同じ類似団体よりも借金返済額の

割合が下回る状態を目指すもの。【地方財政状況調査】 

借金返済額の総額が標準的な収入の何年分にあたるかを示す指標であり、

将来の世代に対する借金の負担が本市と同じ類似団体よりも下回る状態

を目指すもの。【地方財政状況調査】 
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